
 

『新しい資本主義の骨太方針発表 中小企業政策は承継の次へ』 
 

 7 日に閣議決定された基本方針に沿った実行計画（案／３８Ｐ分）の中で、“中小企業”と記載された政

策関連として以下のようなものが挙げられている（概ねすべて）。 

 「税制の効果が出にくい、赤字の中小企業の賃金引上げを支援するため、ものづくり補助金や持続化

補助金において、補助率を引き上げる特別枠を設けた」「大企業と中小企業の共存共栄を目指すパー

トナーシップ構築宣言の実効性を強化するため、宣言企業に対する調査を実施し、実行状況について、

フォローアップを行う」「中小企業については、中小企業活性化パッケー

ジに基づき、全国３万以上の認定支援機関による伴走支援を行いつつ、

中小企業の事業再生等に関するガイドラインに基づき、経営者の退任を

原則としない事業再生を推進する。」「脱炭素化のため、産業用ヒートポン

プなど既に利用可能な技術・設備の導入拡大に向け、中小企業を中心

に詳細なエネルギー診断を行う」「中小企業のＤＸを促進するため、経営

課題を診断するツールの普及、専門家による伴走支援、ＩＴ導入に対する

支援を行う。」「中小企業のセキュリティシステムの導入を助成し、サプライ

チェーン全体でサイバーセキュリティを強化する。中小企業が製造するＩｏ

Ｔ機器のサイバーセキュリティ対策を支援する。」等 

 

『ビジネスモデルの変革に移行 ＩＴ投資で経営者の意識も変化』 
 

 経済産業、厚生労働、文部科学の３省は共同で「令和３年度ものづくり基盤技術の振興施策」（ものづ

くり白書）を作成・公表した。製造業を取り巻く事業環境は、新型コロナ感染症の感染拡大の影響に加

え、カーボンニュートラルの実現や人権尊重に向けた取組の加速、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーショ

ン）、レジリエンス強化の重要性の高まり、原油価格の高騰、部素材不足などの影響を受け、急激に変化

していると指摘。製造業の業況や設備投資、人材確保・育成および教育・研究開発などについて足下の

動向や企業が収益を上げていくための稼ぐ力について分析するととも

に、カーボンニュートラルの実現やＤＸの推進等の動向や関連事例をま

とめた。事業環境の変化に関しデジタル面では、製造業のＩＴ投資は横ば

いだが、ＩＴ投資で解決したい課題は「働き方改革」「社内コミュニケーショ

ン強化」から「ビジネスモデルの変革」に移行するなど、経営者の意識の

変化がうかがえる。また、中小企業も含めたサプライチェーン全体のサイ

バーセキュリティ対策が重要性を増している一方、ウイルス対策ソフト等、

既存の対策では脅威を防ぎきれていないのが実態。中小企業が無理な

く導入できるサービスの普及促進など、官民一体の取組を促進―などと

まとめている。 
出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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